
第４次徳島県住生活基本計画検討委員会（第１回）　

「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況（取組資料）
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視点１ 災害に強い住環境の構築

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況

Society5.0対応型耐震リフォーム支援事業　　
・安全・安心な住まいの供給を強力に推進！

全国に先駆け「住まいのスマート化」を図る

             耐震改修工事を支援

地域活性化

観光客向け宿泊(民泊、
遍路宿等)・商業施設、
移住者向け住宅等への
リノベーション支援

平時の

安全安心災害時の

安全安心

・住まいの側から社会的課題を先取りして解決！

・住宅の耐震化率１００％目標

・利用予定のない空き家の増加

・家族形態やライフスタイルの多様化

事業の概要

背
景

方
針

耐震性のない木造住宅の耐震改修工事を支援

様々な

ニーズに対応

宅配
BOX

地震計

バリア
フリー 見守り

センサー

スマート
ロック

安心

環境

安全

節水
トイレ

スマート化
工事の例

・空き家利活用による移住希望者の受け皿づくり！

耐震化

環境
・省エネルギー化
・CO2削減対策

・防災対策
・バリアフリー化

・防犯対策
・子どもや高齢者の見守り 

最大

万円
事業費

180万円

■耐震改修  
（補助率4/5）

１００万円

■火災予防  
（補助率10/10）

１０万円
３２０万円
（補助率2/3）

最大

万円
事業費

615万円

安全

安心

耐震化

※耐震シェルターや耐震ベッドの設置も引き続き支援対象

スマート化

３０万円
耐震改修工事とあわせて
行うスマート化工事を
支援 （補助率2/3）

空き家スマート化
最大

万円
事業費

135万円
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視点１ 災害に強い住環境の構築

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況

住まい・建物・ブロック塀の安全対策

背
景

・大規模地震等の災害発生時の「死者ゼロ」を目指す！・増加しつつある老朽空き家は発災時に道路閉塞のおそれ
・著しく老朽化した建築物は耐震改修が困難
・大阪府北部地震でのブロック塀倒壊による被害発生

民間建築物の耐震化
24,500千円

拡充

これまで支援してきた耐震改修だけでなく

「建 替 え 」の場合も

支援対象に！

多数の者が利用する建築物
（原則３Ｆ以上かつ1,000m2以上）

一層の耐震化促進！

方
針

危険ブロック塀の安全対策
42,000千円

老朽危険空き家の除却
28,000千円

・緊急輸送道路や避難路等の安全対策までしっかりと支援！

要安全確認計画記載建築物
（緊急輸送道路の沿道建築物）

ホテル

老人ホーム
店舗

等

【対象建築物】

中央

↓
前面道路(L)

45°

空き家の除却を支援

倒壊を未然に防ぎ避難路を確保！
安全・安心な居住環境の実現！

①とくしま地方創生空き家判定士
の調査により危険と判断された
空き家

②倒壊により前面道路を閉塞する
恐れがある空き家

※Society5.0対応型耐震化リフォーム支援事業の内数

＜除却イメージ＞
before

after

上限補助額

(補助率4/5)

万円

前面道路

※

避難路等  の危険ブロック塀の撤去・新設支援

事業費

撤 去 上限補助額

(補助率2/3)

新 設

（新設のみは対象外）

事業費

パネル展

普及啓発

イベント

※地域防災計画又は耐震改修促進計画等に位置付けられた避難路等

※

避難路の安全性確保を加速！

事務所

事業費

除 却

万円

上限補助額

(補助率2/3)

万円

【対象建築物】

 ①②を満たす空き家 補助対象限度額
51,200円／㎡

(補助率11/15）

補助対象限度額
51,200円／㎡
(補助率23％）
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視点１ 災害に強い住環境の構築

災
害
の
発
生

建築物の傾きや損傷を調査

危
険

要
注
意

調
査
済

危険度を３段階で判定

余震による２次被害を防ぐため、
建築士等の「応急危険度判定士」が
建築物の安全性を応急的に判定

被災建築物応急危険度判定

発災直後　　　　　　　　　　　　　　　応急的な復旧を開始～本格化

＜地震の場合＞

住家が「半壊」等した方であって、
自らの資力では応急修理をすることができない者を対象に、
日常生活に必要最小限度の部分を修理
　（居室、炊事場、便所等）

住宅の応急修理

○　災害時の住まいに関する応急対応

（住
家
被
害
認
定
）

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況

(公社)徳島県建築士会支援協定

住家が「全壊」等した方であって、
自らの資力では住宅を確保できない被災者に提供

　■建設型応急住宅　　　　　　■賃貸型応急住宅
　　（プレハブ系、木造　等）　　　（みなし仮設：民間賃貸住宅）

応急仮設住宅の提供

(一社)プレハブ建築協会
(一社)全国木造建設事業協会
(一社)日本木造住宅産業協会

支援協定 (公社)徳島県宅地建物
　　　　　　　　　　　取引業協会
関西広域連合構成府県内の
　　賃貸住宅関係の業界団体

■専門家と連携した住宅相談体制の構築
■公営住宅等の空き室を活用した応急住宅の提供
■住宅金融支援機構等と連携した自力再建への支援　　等

その他の住宅対策

(独)住宅金融支援機構

支援協定 徳島県建設労働組合（とくしま建労）
全徳島建設労働組合（フレッセ）
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視点１ 災害に強い住環境の構築

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況

「被災建築物応急危険度判定コーディネーター研修会」の実施
　大地震が発生した際に、余震による二次被害を防止する被災建築物応急危険度判定活動を、迅速かつ円滑に実施する体制整
備のため、判定士の受け入れや班編成などの重要な役割を担う判定コーディネーターの養成講習会を、市町村職員や建築士会に
属する判定士を対象に定期的に実施することとし、今年度、各市町村で最低１名以上の判定コーディネーターの確保ができた。
（令和２年度参加者：24市町村40名、建築士会２名）　

判定コーディネーター養成講習の内容
　

　判定コーディネーターの業務において、判定実施区域の設定
や判定士の配分等を行う判定区割図の作成は、迅速かつ円
滑な判定活動を行う上で、重要な業務であるため、その作成方
法や作成における留意点等について重点的に説明

判定コーディネーターの養成
　

　迅速かつ円滑に判定活動を実施するためには、判定コーディ
ネーターを養成しておくことが重要となる。
　県においては、各市町村の判定コーディネーターのさらなる
確保にむけて、養成講習会を継続的に実施していく。

判定区割図
判定活動に必要不可欠な資料

判定コーディネーターとは・・・
　

　最大100名の判定士を統括し、実施本部と判定士とを繋ぐ重要な
役割を担う。判定士の受け入れや班編成の他、判定実施区域の
設定や判定士の配分等を行うため、迅速な判定活動の実施、円滑
な運営に必要不可欠な人材である。

判定区割図作成における
考え方のポイントについて説明

○　被災建築物応急危険度判定の実施体制の強化



視点２ 地方創生の推進
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「とくしま回帰」住宅対策総合推進事業
県内の利用予定のない空き家 約39,300戸
                  （H30住宅 ・土地統計調査)
県外からの移住者数 H30 約1,400人

取組方針

「とくしま回帰」住宅対策総合支援センターを核とした住まいのワンストップ支援

空き家バンク登録件数 累計約690件
                (R1.6.30時点 )
｢地域の資源｣としてさらなる利活用が必要

増加傾向

｢とくしま回帰｣住宅対策総合支援センター事業

◆空き家バンク活用加速　
空き家判定士による
詳細な調査がされた
安心できる物件を提供　　　

｢使える空き家｣掘り起こし
促進事業

◆空き家の専門相談窓口
・市町村との連携による
　出張相談会など
　プッシュ型の相談対応

空き家スマート化リノベーション支援事業          　                                  　　　　　　　

多様な支援の展開による「住みたい『とくしま回帰』」を実現

住まいの選択肢の多様化，消費者ニーズの多様化  気軽に相談できる専門家の必要性
（今後リフォーム意向のある世帯のうち「専門家や業者の情報が得にくい 」37.1% （H25 住生活総合調査））

背  景

移住者向け住宅，民泊，
古民家カフェなどの観光施設　　等への転用

◆空き家リノベーション＋スマート化支援

◆モデルプラン
リノベーションの
モデルプラン提示による
具体的活用の
きっかけづくり

●空き家利活用による移住希望者の受け皿づくり

●誰もが安全・安心な住まいを選択できるための
 専門的な相談体制のさらなる充実

相
談
体
制
の
充
実

意
識
啓
発
・

新
た
な
価
値
を
創
造

リ
タ
イ
ア

「

」

イ
ン
フ
ラ

人
材
育
成

支援センター自ら先導

総合的な空き家対策

地方創生の実現
320補助額

(県80万円)

万円320

移住者・観光客の増加、居住環境の向上

? !

after

before

｢とくしま回帰｣
住宅対策総合
支援センター

｢とくしま・移住・DIY｣
空き家利活用促進事業

◆ＤＩＹワークショップ
体験による
活用の動機付けと
新たな利活用層の発掘

活用の可能性を体感!!

　　 　 　 　 　

◆積極的な意識啓発
・移住セミナーや
　空き家相談会
・ｳｪﾌﾞｻｲﾄでの事例紹介

◆専門人材の育成・活用
・空き家判定士、
　空き家コーディネーターの
　活用促進

か
ら

R2から移住ツアーとも連携！

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点２ 地方創生の推進
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○　awa臨港プロジェクト

　 　今は使われなくなった印刷工場をリノベーション
　するにあたり、「設計コンペ」を実施
　　「建築の力」で地方における生活を豊かにするための　
　きっかけづくりを目指す、徳島県主催のプロジェクト

既存建築物・外観

広域物資輸送拠点災害時

平　時 県民の生活向上に資する施設

平時の転用後の用途は「自由」とし、幅広く
活用アイデアを募集

＜用途＞

＜応募資格＞
・（単独）徳島県の一級建築士事務所
・（共同）徳島県の建築士事務所が参加していること

　　　「県内の建築事業者が主体的に活躍できる場」、
　　　県外の設計事務所の協力を通じて、
　　　「県内に新しい技術の導入や定着を図る
　　　　チャンスを生み出す場」を創出

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点２ 地方創生の推進　（視点３ 安心して暮らせる住生活の実現）
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資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点２ 地方創生の推進
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○　徳島県『古民家、蔵等地域に残る歴史的資源を活用した地方創生』推進協議会

　　　古民家や蔵等の県内各地に残る「歴史的資源」を、新たな「地域資源」として見つめ直し、
　　外国人等の観光客をターゲットとして有効に活用するための取組を強化していくため、
　　「徳島県『古民家、蔵等地域に残る歴史的資源を活用した地方創生』推進協議会」を設置し、
　　古民家等の活用について研究（平成29年度）

　　　
　　　　◇古民家等を活用したまちづくりガイドブック（平成30年３月）

　　　　　　県内市町村が古民家等を活用したまちづくりに取り組む
　　　　　際の参考にしてもらうため、協議会での議論も踏まえ、
　　　　　「事業の流れ」や「資金調達の方法」、
　　　　　「活用できる支援制度」等を取りまとめたガイドブックを作成　

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点３ 安心して暮らせる住生活の実現

9
出典：国土交通省「第50回社会資本整備審議会住宅宅地分科会」資料

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点３ 安心して暮らせる住生活の実現
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徳島県あんしん居住推進計画 （徳島県賃貸住宅供給促進計画） の概要

「安心して暮らせる住生活の実現」 とともに 「ふるさと回帰・加速とくしま」を推進！ 

○高齢単身・夫婦世帯、ひとり親世帯等の増加
○地震等の災害による多数の被災者発生のおそれ
○深刻な人口減を受け移住・定住したい環境整備が急務

住宅確保要配慮者の状況
○約１７千戸（県・市町村計）の
　 ６分の１が耐用年数を超過
○平時は所得要件があり、
　 低額所得者以外の受入れが困難

公営住宅ストックの状況

住宅確保
要配慮者
の増加

新たな住宅セーフティネットの必要性

○安心して暮らせる住生活の実現の視点から
　 住宅確保要配慮者の居住の安定を確保

とくしま住生活未来創造計画
（第３次徳島県住生活基本計画）

H29.3策定
住宅セーフティネット法の改正

○住宅確保要配慮者を受け入れる賃貸住宅の
 　登録制度の創設　等

H29.10施行

法措置

基づく計画 即した計画

徳島県あんしん居住推進計画
（住宅セーフティネット法に基づく都道府県賃貸住宅供給促進計画）

計画期間：H29～H37 重層的かつ柔軟な住宅セーフティネット構築に向けた主な施策

○ＰＦＩ等による効果的・効率的な事業推進

○弾力的な住宅供給の推進

公的賃貸住宅の的確な供給

随時募集の本格運用展

空き家等の活用促進

○空き家改修等への支援

○所有者等への専門相談・
　技術支援の推進 登録住宅に改修

移住・定住向け賃貸
住宅への改修に補助

新

住まいと居住支援のマッチング

○地域の関係者によるネットワークの構築

○家賃債務保証制度等の普及・活用促進

行政

不動産 支援ｻｰﾋﾞｽ
要配慮者・住宅市場・居住支援の情報を地域で共有

災害時の住まいの確保

○民間住宅活用に向けた
　 事業者団体等との連携強化
○みなし仮設候補のリストアップ

市町村の空き家情報
を集約・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化

新

公営住宅等の供給とともに
民間住宅活用も含めた

セーフティネット構築が必要

連携

徳島県居住支援協議会
（行政機関、宅建業関係者・居住支援関係者で構成）

H29.10拡充

・市町村の参画は一部
・居住支援団体が不在

・全市町村が参画
・居住支援団体も参画

拡充

連携し推進

あきお あきえ

大家の不安感

つ
つ

“地域に眠る宝”である空き家等の有効活用

支援 支援

新浜町団地建替事業でPFI手法を導入展

連携

「住宅対策総合支援センター」「空き家判定士」
「空き家コーディネーター」を有効活用

本県独自の技術者・支援機関の活用

応急仮設住宅

本県独自の住宅確保要配慮者の設定

「IJUターンによる県内への移住者」をはじめとする
地方創生につながる対象者を独自の配慮者に位置づけ

入居者の安心

既存ストックの活用

地域の再生

一石三鳥の効果による
「とくしま回帰」の加速！

（社会福祉の観点からも幅広く追加）

セーフティネット住宅の登録戸数　1,100戸 （H37末）

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の供給目標

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点３ 安心して暮らせる住生活の実現

11
出典：国土交通省「第50回社会資本整備審議会住宅宅地分科会」資料

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点４ ストック活用型市場への転換の加速　（視点５ 住宅政策を支える市場環境の整備）
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○　リフォーム講習会の開催 （事業者向け、消費者向け、住宅相談窓口担当者向け）

　　　住宅リフォームを促進するため、
　　リフォームのポイントや補助制度等についての
　　「消費者向け」や「事業者向け」講習会に加え、
　　市町村や消費生活センター等の担当者を対象に、
　　「住宅相談窓口担当者向け」講習会を実施
　　　　　　　　（対象別の３種類から、毎年１～２種類を実施）

住宅相談窓口担当者
向け講習会
（令和元年度）

消費者向け講習会
（平成30年度）では
併せて相談会も実施

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点４ ストック活用型市場への転換の加速

13

○　「とくしま回帰」空き家情報バンク

　　　徳島県住宅供給公社に設置した「『とくしま回帰』住宅対策総合支援センター」において、
　　次の空き家情報を提供する「『とくしま回帰』空き家情報バンク」を運営

　　　①空き家バンクが設置されていない市町村の空き家情報
　　　②徳島県住宅供給公社が分譲した団地の空き家情報

「とくしま回帰」空き家情報バンク　ホームページ
https://tokushima36000.akiya-athome.jp/

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点４ ストック活用型市場への転換の加速

14

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況

　建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務が小規模な住宅まで拡充された場合、日本の伝統的構法で建築された住宅が
省エネ基準を満たさず、建築できない可能性がある。
　一方、地域の気候及び風土に応じた住宅については、自然と共生するライフスタイル、長寿命性など幅広い視点でみたときに優
れた環境性能を持っていることから、省エネ基準の適用が緩和される措置がある。
　平成30年度に伝統的建築物を供給している県内事業者に対し、気候風土適応住宅について、アンケート調査を実施したところ、
徳島の古き良き住宅文化を守るといった観点から、一定程度の需要があった。
　そのため、本県における伝統的建築物の特徴となる構法や仕様等を調査し、本県独自の気候風土適応住宅として構法・仕様等
の基準を策定することとしている。

気候風土適応住宅における構法・仕様等の検討
　

　県内３地域において明確な地域差が認められなかったため、県
内一律の基準とし、各項目における基準を満たすものを徳島県気
候風土適応住宅とすることを検討

今後の取組等について
　

　徳島県気候風土適応住宅として抽出した項目の構法・仕様等
について、建築関係団体等の意見を広く聴取し、本県にふさわし
い基準としていく必要がある。

本県における伝統的建築物の調査概要
　

　建築物省エネルギー地域区分に基づき、県内を「県北東部」、
「県西部」、「県南部」の３地域に分け、地域独自の伝統的建築
様式を受け継いでいると思われる築後50年以上経過している
建築物（９棟）を調査

　外周壁の工法（真壁、大壁）、仕上げ、屋根の形状、勾配、開口
部の材質等について現地調査を行い各地域の特徴を分析

＜項目の抽出について＞
　住宅建設に係るエネルギー消費量を抑えることや住宅の長寿
命化によるライフサイクルでのエネルギー消費量の抑制を図るこ
となどの観点から次のような項目を抽出

　・抽出した項目
　　「地域材の使用」、「外壁の工法」、「木製建具の使用」、
　　「雨戸の設置」、「開口部上部の庇の有無」、「内縁の設置」　 等

○　徳島県気候風土適応住宅における構法・仕様等の策定



視点５ 住宅政策を支える市場環境の整備
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○　大工育成支援事業 （「徳島県木造住宅推進協議会」事業）

　　　大工技能者の定着・技能向上を目的とした「入職後のサポート」として、
　　「就業間もない大工技能者」や「再度技能を習得し直したい大工技能者」を対象に、
　　県立西部テクノスクールの「在職者訓練制度」を活用した「短期集中訓練」を実施 （平成30年度～）

　　　＜訓練期間＞　６週間
　　　＜訓練内容＞　実技訓練 （手工具基本操作、継ぎ手、仕口、小屋組、切り組、造作）
　　　＜受講支援＞　受講費用は無料
　　　　　　　　　　　　　大工道具を持っていない訓練生については、貸し出しも可能

継ぎ手や仕口をつくる木材加工訓練を行った後、模擬家屋の小屋組を完成させる。

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点５ 住宅政策を支える市場環境の整備

16

○　とくしま住まいのガイドブック

　　　これから住宅を所得する消費者向けに、
　　「家づくりに関する基礎知識」や「相談先」について
　　わかりやすくまとめたガイドブック
　　　　（住宅対策総合支援センターＨＰに掲載）

　　
　　　＜目次＞

　　　　　　１．家が欲しい！何から手をつけたら良いの？
　　　　　　２．住宅の工法の違いって？
　　　　　　３．スケジュールの目安
　　　　　　４．建築費以外にかかる費用って？
　　　　　　５．いろいろな優遇措置が受けられる制度が
　　　　　　　　あるそうですが？
　　　　　　６．家づくりは誰に頼めばいい？
　　　　　　７．住宅の性能って？
　　　　　　８．住宅の値段って、どうやって決まるの？
　　　　　　９．見積書はどう見ればいい？
　　　　　　１０．住宅の建築に必要な審査や検査について
　　　　　　　　　おしえてください
　　　　　　１１．工事が始まってから気をつけることは？
　　　　　　１２．住宅のメンテナンスって必要なの？
　　　　　　１３．中古住宅の購入も選択肢のひとつ…？

事
前
準
備

い
ざ
家
づ
く
り

そ
の
他

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況



視点５ 住宅政策を支える市場環境の整備
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○　教育機関への出前講座 （「徳島県木造住宅推進協議会」事業）

　　　木造住宅生産を支える大工技能者の担い手確保を目的とした
　　「入職の動機づくり」として、就職を間近に控えた「高校生」等を対象に、
　　「若手大工技能者」や「工務店の経営者」を講師とした「出前講座」を実施 （令和２年度～）

　　　＜令和２年度実施内容＞

　　　　　「阿南光高等学校　都市環境システム科」の３年生を対象に、次の２コマ構成で実施
　　　　　　・生徒と年齢の近い若手大工技能者が経験談を伝え、対話する「座学講座」
　　　　　　・実際に大工仕事を体験する「実技講座」

「実技講座」では、手刻みで「金輪継ぎ手」の加工を行った後、一体化した横架材の上に乗って強度を体感した。

資料４　「とくしま住生活未来創造計画」の進捗状況


